第23回参議院議員選挙に関する自治労見解
１．7月21日、第23回参議院選挙の投開票が行われた。まず、この間、全国各地で、組織内候補・推薦候補への支援に、奮闘を重ねていただいたすべての皆さんに深く敬意と御礼を申し上げる。

２．昨年12月の総選挙により野党に転落して以降、民主党が支持率を回復させることができないまま迎えた第23回参議院選挙は、連合・自治労にとって、かつて経験したことのない厳しい選挙戦となった。
　　選挙は、安倍首相と自民党が、憲法や原発、普天間基地問題などの重要課題について、露骨な「争点隠し」を行う一方、アベノミクスへの曖昧な期待感のもと、国会の「ねじれ」解消のみを焦点化させたことが功を奏する結果となった。自民党・公明党が圧勝し、民主党は、野党が乱立する中で、十分に存在感を示すことができず、改選44議席を17議席へと激減させた。さらに、１人区の議席を守れなかったばかりか、他の野党に競り負け、東京、大阪をはじめとする都市部での議席も十分に確保できず、歴史的な惨敗を喫することとなった。比例代表議席の獲得についても７議席と、過去最低であった2001年の８議席を割り込み、連合組織内候補９人が議席を奪い合う結果となった。
３．民主党への逆風が吹き荒れる中、自治労の組織内候補「あいはらくみこ」（比例代表）は23万5,636票を獲得し、議席を死守することができたが、同じく「武内則男」（高知選挙区）については、奮闘及ばず、再選を果たすことができなかった。
　　かつて経験したことのない厳しい選挙戦において、自治労が上位当選という形で、組織内候補「あいはらくみこ」の議席を守り、政治的影響力を維持することができたのは、ひとえに、県本部・単組・組合員が、支援をいただいた産別・団体の皆さんとともに、現在の政治の危機的状況を共有化し、最後の最後まで諦めることなく、取り組みを徹底し、重ねた成果である。苦しい選挙戦であったが、３年前の参議院選挙を大きく上回る票を獲得し、自治労の団結を内外に示すことができた。今回の成果を、次の闘いにつなげていかなければならない。
４．この参議院選挙によって、与党である自民党、公明党が改選議席を大きく上回る76議席を獲得し、衆参ともに与党が国会運営の主導権を握ることとなった。
　　巨大化した自民党が、経済成長を最優先に、世論を無視する形で原発再稼働を推し進め、脱原発を逆流させようとしていることや、社会保障や公共サービスを縮小し、弱者切り捨ての政治を行おうとしていることに我々は警戒しなければならない。また、世論や様々な立場の有識者から厳しい批判を受け、憲法96条の改正を後退させざるを得なかったものの、安倍政権が、悲願である、集団的自衛権行使のための憲法解釈の変更と、９条を始めとする憲法改正に向けて地ならしを開始することは目に見えている。日本維新の会などを合わせた右派的な勢力の暴走をどう食い止めていくかが今後の重大な課題である。
　　こうした政治の危機的状況を前に、我々は傍観者であってはならない。国政の大部分を、強権的かつ新自由主義な勢力が占めることとなった結果、格差の一層の拡大、社会のさらなる不安定化を招く恐れがある。原発・エネルギー政策や、憲法等に関しては、自民党などの政策が大多数の国民意識を反映しているとは言えないにもかかわらず、一方で、国民意識に対応した「中道」を代表する政治勢力が強固に確立されていないのが現状である。東アジア周辺諸国との協調を基礎に、「共生と連帯に基づく持続可能な社会」への転換を実現することが喫緊の課題であり、そうした社会をめざす政治勢力を、民主党を中心に再構築するため、我々は、取り組みを進めていかなければならない。
５．この参議院選挙で、民主党は惨敗したが、非改選と合わせて59議席を有し、衆参ともに、ぎりぎりではあるが、野党第一党の座に踏みとどまった。民主党には、次の国政選挙を視野に入れて、背水の陣で取り組むことが求められるが、党再建に向けては、党が寄って立つべき位置をしっかりと見定め、政府・自民党への政策の対立軸を国民に明確に示していく必要がある。その道のりは険しいが、自治労としても、協力議員や党内外の人々と連携し、より積極的に民主党の政策・理念に提言していく所存である。
　　自治労は、連合・公務労協に結集し、また広範な民主的勢力との連帯の強化を図るとともに、雇用を軸とする安心社会の構築と地域公共サービスの発展・強化、自律的労使関係制度の実現と分権・自治の推進など、政策実現に改めて邁進していく。自治労のめざす社会への転換、自民党などへの対抗軸となる政治勢力の再構築に向け、単組・県本部、組合員の皆さんのより一層の結集をお願いする。
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